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【手段（事業内容・どのようなことを行うのか）】

【事業開始のきっかけや他市の状況など】【めざす姿（意図・どのような状態になるのか）】

事業期間

事業の区分

目項
根拠法令

総合計画実施計画策定及び行政評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

対象年度

事業

担当課係等

【対象（だれに対して・何に対して行うのか）】

【事業をとりまく環境の変化】

考

備

予算事業名

0
32
5
19

R04年度

56

0

0

0

0

56

56

50
143
10
41

R05年度

         335.71

244

0

0

0

0

244

244

人口減少・少子化が進むなか、進学や就職などで一旦市外に出てもい
つかは戻りたいと考えている若者も多いことから、こうした若者が持
てる能力を発揮できる職場を確保することが必要である。また、企業
にとっては、そのような若者を雇用したいと考えているが、情報が入
手できないことなどによる人材不足が見受けられることから、企業と
若者を結びつける雇用のマッチングが必要である。

・高校等と市内企業との就職情報交換会
 ・企業ＰＲ事業
・雇用促進対策セミナー
・高校生を対象とした職場見学バスツアー
 ・ウェブサイト「結城で働く」の運営
・企業説明会（合同就職面接会）

【令和 6年度　事業内容】
・高校等と市内企業との就職情報交換会
 ・企業ＰＲ事業
・雇用促進対策セミナー
・高校生を対象とした職場見学バスツアー
 ・ウェブサイト「結城で働く」の運営
・企業説明会（合同就職面接会）

【令和 7年度　事業内容】
・高校等と市内企業との就職情報交換会
 ・企業ＰＲ事業
・雇用促進対策セミナー
・高校生を対象とした職場見学バスツアー
 ・ウェブサイト「結城で働く」の運営
・企業説明会（合同就職面接会）

【令和 8年度　事業内容】

・高校等と市内企業との就職情報交換会
・企業ＰＲ事業
・雇用促進対策セミナー
・高校生を対象とした職場見学バスツアー
・ウェブサイト「結城で働く」の運営
・企業説明会（合同就職面接会）

雇用促進対策事業

金額 ( 千円 ) 金額 ( 千円 )

市内企業、高等学校等、関係機関

2001

雇用促進対策事業費

主要事業

01
05

継続　（平成27年度～令和 8年度）

高校生への調査によると、「住み続けたい」または「いつかは戻りた
い」との声があるものの、市内及び近隣に希望する進学・就職先がな
いため、東京圏への流出が避けられない状況にある。

01

市内企業が優秀な人材を確保でき、企業業績や市民所得が向上し、地
域経済が活性化、税収の増加と若者をはじめとする労働人口層が定住
化する。

01

令和 6年度

重点事業

07 報償費
10 需用費
11 役務費
13 使用料及び賃借料

歴史と自然を育み　にぎわいと活力ある産業を目指そう

活力と創造力を育む商工業の振興

活力ある地域産業の振興 商工観光課

企業立地推進室

経常経費



種類

■指標

活動

指標

指　標　名 単　位

目標

目標

目標

指標

成果

目標

実績

実績

実績

実績

■事業評価

■方向性

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策））

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策））

R04年度 R05年度 R06年度

       1.00        0.00        0.00

       1.00        0.00        0.00

       1.00        1.00        1.00

       1.00        1.00        1.00

高校等と市内企業との就職情報交換会

高校生を対象とした職場見学バスツアーの開催

□拡充（人・モノ・カネ等の拡充）　■改善改革しながら継続　□現状のまま継続（改善・改革なし）　□統合・新規事業への展開
□縮小　□休止　□廃止・終了　□予定どおりの要求　□一部改善の上要求　□今回は見送り　□その他の処置

求人側、求職者側の双方から高い評価を得ており、今後も関係機関との連携を強化し、より多くの有能な人材を確保できるための施策
を構築していく。

□拡充（人・モノ・カネ等の拡充）　□改善改革しながら継続　□現状のまま継続（改善・改革なし）　□統合・新規事業への展開
□縮小　□休止　□廃止・終了　□予定どおりの要求　□一部改善の上要求　□今回は見送り　□その他の処置

上記評価のとおり

回

回

Ａ 必要性は高い

Ａ 妥当である

方向性の具体的内容

企画調整会議の意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

Ａ 妥当である

Ａ 改善の余地はない

Ａ 偏りは見られない

Ｂ どちらとも言えない

Ｂ どちらとも言えない

必要性

妥当性

効率性

公平性

有効性

進捗度

総合評価

対応策提言等

東京圏への若者の流出抑制、市内企業の人手不足緩和のため、必要性は高い。

市が主体となり、ハローワーク等関係機関と連携して実施しており、妥当である。

合同で開催することで交流の場を提供しており、妥当である。

最低限のコスト及び人員で実施しているため。

市内雇用の確保により地域経済活性化を目指すもので、受益は市民全般に及ぶため、偏り
は見られない。また、事業の参加募集についても市ホームページや広報により公開してお
り、公平性に配慮している。

令和5年4月時点の結城市を含むハローワーク筑西管内の有効求人倍率は、1.38倍（前年度同月より0.16減少）となり、11ヶ月連続で前
年同月を下回っているが、依然として「売り手市場」が続いている。
「就職情報交換会」や「職場見学バスツアー」などは企業、学校双方から好評で定着しているため、引き続き改善を図りながら実施し
ていくとともに、今後は採用する側の企業支援だけでなく、採用される側の新卒者及び既卒者支援も重視し、ニーズに即した事業の検
討をしていく。

市内企業の採用担当者や高校等の進路指導担当者の意見を基に事業の改善を図る。（例えば、秋冬に開催していた就職面接会を中止し
、夏に企業説明会を実施する等）また、ハローワーク等の労働部局、近隣市町村との意見交換を行い、事業連携を検討する。
現在は、高校新卒者を対象とした取り組みが中心で、既卒者、大学や短大及び専門学校への進学者やＵＩＪターン希望者への取り組み
が不足しているため、この様な求職者への支援事業を検討していく。

事業の必要性

実施主体の妥当
性

手段の妥当性

コストの効率性
・人員効率

受益者の偏り

成果向上の余地

事業の進捗

上記評価を踏まえて事業全体について評価し、問題点・課題等を指摘してください

この事業を今後どのように改善・改革をしていきますか

      27.00        0.00        0.00

      24.00        0.00        0.00

      35.00       35.00       35.00

      20.00       20.00       20.00

就職情報交換会参加企業数

職場見学バスツアー参加企業数

社

社

令和 4年度行政評価シート


